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（訂正）「平成 21 年３月期 決算短信」の一部訂正について 

 

 

当社は、平成 23 年５月 20 日付「過年度有価証券報告書等の一部訂正等に関するお知らせ」に

おいて、過年度決算訂正につきまして、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいたしました。 

このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、平成 21 年５月 15 日付「平成 21 年

３月期 決算短信」の一部訂正について添付のとおりお知らせいたします。 

 

 なお、訂正前と訂正後をそれぞれ記載し、訂正箇所には下線＿＿を付して表示しております。 

 

 

以上 
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1.平成21年３月期の連結業績（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

平成21年３月期 決算短信

(百万円未満切捨て)

(1) 連結経営成績

（訂正前）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 21年３月期 334 △70.4 △204 － △222 － △259 －

 20年３月期 1,131 △46.6 △310 － △328 － △1,004 －

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 21年３月期
△

17,354
78 － － △129.7 △36.4 △61.1

 20年３月期
△

86,367
84 － － △144.1 △23.5 △27.4

(参考) 持分法投資損益 21年３月期 －百万円 20年３月期 △0百万円

（訂正後）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 21年３月期 334 △70.4 △204 － △222 － △259 －

 20年３月期 1,131 △39.5 △236 － △254 － △752 －

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 21年３月期
△

17,354
78 － － △129.7 △36.4 △61.1

 20年３月期
△

64,665
29 － － △132.3 △20.1 △20.9

(参考) 持分法投資損益 21年３月期 －百万円 20年３月期 △0百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

（訂正前）

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年３月期 △213 △107 △37 76

20年３月期 165 △463 214 434

（訂正後）

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年３月期 △213 △107 △37 76

20年３月期 △34 △263 214 434
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1. 21年３月期の個別業績（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

 

 
  

 
  

 

 
  

 
  

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績

（訂正前）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 19 △97.1 △236 － △253 － △248 －

20年３月期 669 △64.0 △372 － △391 － △1,033 －

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

21年３月期 △16,583 96 － －

20年３月期 △88,849 77 － －

（訂正後）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 19 △97.1 △236 － △253 － △248 －

20年３月期 669 △58.5 △299 － △318 － △781 －

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

21年３月期 △16,583 96 － －

20年３月期 △67,147 21 － －
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（訂正前） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済の影響を大きく受け、実態経済は大きく落ち込みま

した。また、その影響により金融市場も大きく動揺し景気回復は非常に難しい状態になっております。

こうした環境の中、当社グループは顧客企業の事業収益を支援するセールスプロデュース事業を積極

的に推進してまいりました。主には、モバイルコンテンツの企画・制作及び運営を主軸としたプロデュ

ース事業と企業収益モデルの再構築を目指したプロデュース事業に取り組んでまいりました。しかし、

クライアント企業による事業計画の延期や中止、また新規事業として予定していた中古二輪車の流通事

業の見直しなどにより、売上、利益が大きく落ち込むこととなりました。したがいまして、ビジネスモ

デルの大幅な修正と見直しを行なわねばならない状況となり、早急な改善を目指しております。また、

経営のスリム化を図るとともに諸経費の削減を行うことによって、業務改善及び業務の効率化に努めて

おります。 

この結果、当連結会計年度の売上高は334,139千円（前連結会計年度比70.4％減）、営業損失は

204,172千円（前連結会計年度は310,074千円の営業損失）、経常損失は222,450千円（前連結会計年度

は328,287千円の経常損失）、当期純損失は259,739千円（前連結会計年度は1,004,853千円の当期純損

失）となりました。 

次期の見通しにつきましては、連結売上高400,000千円、連結営業損失72,000千円、連結経常損失

82,000千円、連結当期純損失84,000千円を見込んでおります。  

  

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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（訂正後） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済の影響を大きく受け、実態経済は大きく落ち込みま

した。また、その影響により金融市場も大きく動揺し景気回復は非常に難しい状態になっております。

こうした環境の中、当社グループは顧客企業の事業収益を支援するセールスプロデュース事業を積極

的に推進してまいりました。主には、モバイルコンテンツの企画・制作及び運営を主軸としたプロデュ

ース事業と企業収益モデルの再構築を目指したプロデュース事業に取り組んでまいりました。しかし、

クライアント企業による事業計画の延期や中止、また新規事業として予定していた中古二輪車の流通事

業の見直しなどにより、売上、利益が大きく落ち込むこととなりました。したがいまして、ビジネスモ

デルの大幅な修正と見直しを行なわねばならない状況となり、早急な改善を目指しております。また、

経営のスリム化を図るとともに諸経費の削減を行うことによって、業務改善及び業務の効率化に努めて

おります。 

この結果、当連結会計年度の売上高は334,139千円（前連結会計年度比70.4％減）、営業損失は

204,172千円（前連結会計年度は236,508千円の営業損失）、経常損失は222,450千円（前連結会計年度

は254,721千円の経常損失）、当期純損失は259,739千円（前連結会計年度は752,353千円の当期純損

失）となりました。 

次期の見通しにつきましては、連結売上高400,000千円、連結営業損失72,000千円、連結経常損失

82,000千円、連結当期純損失84,000千円を見込んでおります。  
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 (2) キャッシュ・フローの分析 

（訂正前） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、期首に比べて358,753千

円減少し、76,028千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は213,524千円（前連結会計年度は165,424千円の獲得）となりました。

これは主として、貸倒引当金の増加41,241千円、売上債権の減少60,124千円等の資金増加があったも

のの、税金等調整前当期純損失の計上230,967千円、仕入債権の減少71,324千円等の資金減少があった

ことの結果によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は107,379千円（前連結会計年度比76.8％減少）となりました。 

これは主として長期貸付による支出100,000千円、があったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は37,850千円（前連結会計年度は214,990千円

の収入）となりました。 

これは主に株式の発行による収入40,000千円、借入金の返済77,850千円によるものであります。 
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※平成19年３月期の連結会計年度よりはじめて連結財務諸表を作成しておりますので、平成18年 

 ３月期以前の関連指標は個別財務諸表のキャッシュ・フロー計算書に基づくものであります。 

※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

 を使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている 

 全ての負債を対象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の「利息 

 の支払額」を使用しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※平成17年３月期の時価ベースの自己資本比率については、当社株式が非上場であったため、記載し 

 ておりません。                                         

※平成17年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、有利子負債が 

 存在しないため、記載しておりません。 

※平成17年３月期のインタレスト・カバレッジ・レシオについては、利払いが０のため記載しており 

 ません。 

※平成18年３月期及び平成19年３月期ならびに平成21年３月期の債務償還年数及びインタレスト・ 

 カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりま 

 せん。 

  

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 47.5 68.7 56.0 34.5 16.3

時価ベースの自己資本比率 ― 279.0 244.5 65.3 62.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― ― 1.5 ―

インタレスト・カバレッジ・
  レシオ

― ― ― 24.6 ―
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（訂正後） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、期首に比べて358,753千

円減少し、76,028千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は213,524千円（前連結会計年度は34,575千円の使用）となりました。 

これは主として、貸倒引当金の増加41,241千円、売上債権の減少60,124千円等の資金増加があったも

のの、税金等調整前当期純損失の計上230,967千円、仕入債権の減少71,324千円等の資金減少があった

ことの結果によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は107,379千円（前連結会計年度比59.2％減少）となりました。 

これは主として長期貸付による支出100,000千円、があったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は37,850千円（前連結会計年度は214,990千円

の収入）となりました。 

これは主に株式の発行による収入40,000千円、借入金の返済77,850千円によるものであります。 
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※平成19年３月期の連結会計年度よりはじめて連結財務諸表を作成しておりますので、平成18年 

 ３月期以前の関連指標は個別財務諸表のキャッシュ・フロー計算書に基づくものであります。 

※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

 を使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている 

 全ての負債を対象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の「利息 

 の支払額」を使用しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※平成17年３月期の時価ベースの自己資本比率については、当社株式が非上場であったため、記載し 

 ておりません。                                         

※平成17年３月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、有利子負債が 

 存在しないため、記載しておりません。 

※平成17年３月期のインタレスト・カバレッジ・レシオについては、利払いが０のため記載しており 

 ません。 

※平成18年３月期、平成19年３月期、平成20年3月期ならびに平成21年３月期の債務償還年数及びインタレ

スト・ 

 カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりま 

 せん。 

  

  

  

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 47.5 68.7 49.7 34.5 16.3

時価ベースの自己資本比率 ― 279.0 281.7 65.3 62.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・
  レシオ

― ― ― ― ―
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（訂正前） 

4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 434,782 76,028

受取手形及び売掛金 163,071 39,947

たな卸資産 7,442

商品 － 3,364

仕掛品 － 219

貯蔵品 － 584

その他 44,978 ※4 24,720

貸倒引当金 △13,708 △83

流動資産合計 636,567 144,781

固定資産

有形固定資産

建物 6,205 7,556

減価償却累計額 △4,747 △1,926

建物（純額） 1,457 5,629

工具、器具及び備品 16,518 16,781

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,106 △12,583

工具、器具及び備品（純額） 6,412 4,197

有形固定資産合計 7,870 9,827

無形固定資産

その他 29,101 17,178

無形固定資産合計 29,101 17,178

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2 118,741 ※1, ※2 104,566

長期貸付金 13,430 112,549

破産更生債権等 242,675 305,675

その他 32,189 13,411

貸倒引当金 △255,665 △310,532

投資その他の資産合計 151,370 225,670

固定資産合計 188,342 252,676

資産合計 824,909 397,458
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 137,665 66,340

短期借入金 ※2 42,500 ※2 31,850

1年内返済予定の長期借入金 ※2 67,200 ※2 67,200

未払金 － 38,416

未払法人税等 － 14,188

賞与引当金 3,674 1,197

その他 103,800 19,015

流動負債合計 354,840 238,208

固定負債

長期借入金 ※2 134,200 ※2 67,000

負ののれん － 27,520

固定負債合計 134,200 94,520

負債合計 489,040 332,729

純資産の部

株主資本

資本金 430,790 450,790

資本剰余金 539,940 559,940

利益剰余金 △658,603 △918,342

自己株式 △27,290 △27,290

株主資本合計 284,836 65,097

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △368

評価・換算差額等合計 － △368

少数株主持分 51,032 －

純資産合計 335,869 64,728

負債純資産合計 824,909 397,458

－11－



  
（訂正後） 

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 434,782 76,028

受取手形及び売掛金 163,071 39,947

たな卸資産 7,442

商品 － 3,364

仕掛品 － 219

貯蔵品 － 584

その他 44,978 ※4 24,720

貸倒引当金 △13,708 △83

流動資産合計 636,567 144,781

固定資産

有形固定資産

建物 6,205 7,556

減価償却累計額 △4,747 △1,926

建物（純額） 1,457 5,629

工具、器具及び備品 16,518 16,781

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,106 △12,583

工具、器具及び備品（純額） 6,412 4,197

有形固定資産合計 7,870 9,827

無形固定資産

その他 29,101 17,178

無形固定資産合計 29,101 17,178

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2 118,741 ※1, ※2 104,566

長期貸付金 13,430 112,549

破産更生債権等 190,175 253,175

その他 32,189 13,411

貸倒引当金 △203,165 △258,032

投資その他の資産合計 151,370 225,670

固定資産合計 188,342 252,676

資産合計 824,909 397,458

－12－



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 137,665 66,340

短期借入金 ※2 42,500 ※2 31,850

1年内返済予定の長期借入金 ※2 67,200 ※2 67,200

未払金 － 38,416

未払法人税等 － 14,188

賞与引当金 3,674 1,197

その他 103,800 19,015

流動負債合計 354,840 238,208

固定負債

長期借入金 ※2 134,200 ※2 67,000

負ののれん － 27,520

固定負債合計 134,200 94,520

負債合計 489,040 332,729

純資産の部

株主資本

資本金 430,790 450,790

資本剰余金 539,940 559,940

利益剰余金 △658,603 △918,342

自己株式 △27,290 △27,290

株主資本合計 284,836 65,097

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △368

評価・換算差額等合計 － △368

少数株主持分 51,032 －

純資産合計 335,869 64,728

負債純資産合計 824,909 397,458

－13－



（訂正前） 

(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売上高 1,131,293 334,139

売上原価 840,975 183,692

売上総利益 290,317 150,447

販売費及び一般管理費

役員報酬 83,550 48,427

給料 85,650 47,743

業務委託費 － 50,316

賞与引当金繰入額 690 1,197

貸倒引当金繰入額 164,404 34,700

支払報酬 － 58,048

その他 266,097 114,184

販売費及び一般管理費合計 600,392 354,620

営業損失（△） △310,074 △204,172

営業外収益

受取利息 1,867 2,864

受取配当金 3,347 1,105

還付消費税等 2,334 －

負ののれん償却額 － 1,965

雑収入 1,418 4,728

営業外収益合計 8,967 10,664

営業外費用

支払利息 6,932 6,944

持分法による投資損失 660 －

貸倒引当金繰入額 9,297 21,028

保険解約損 9,280 －

雑損失 1,010 969

営業外費用合計 27,180 28,942

経常損失（△） △328,287 △222,450

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 14,486

前期損益修正益 23,000 392

投資有価証券売却益 － 2,628

賞与引当金戻入額 － 1,662

特別利益合計 23,000 19,169

－14－



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

特別損失

投資有価証券売却損 － 7,929

固定資産除却損 － ※1 3,745

投資有価証券評価損 259,853 －

関係会社株式売却損 11,130 －

固定資産売却損 ※2 6 －

減損損失 ※3 321,638 －

訴訟和解金 5,000 －

原状回復費用 7,560 378

商品評価損 3,280 －

前期損益修正損 － 14,694

その他 － 938

特別損失合計 608,469 27,686

税金等調整前当期純損失（△） △913,757 △230,967

法人税、住民税及び事業税 25,986 25,013

過年度法人税等 13,380 －

法人税等調整額 50,776 －

法人税等合計 90,144 25,013

少数株主利益 951 3,758

当期純損失（△） △1,004,853 △259,739

－15－



  
（訂正後） 

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売上高 1,131,293 334,139

売上原価 840,975 183,692

売上総利益 290,317 150,447

販売費及び一般管理費

役員報酬 83,550 48,427

給料 85,650 47,743

業務委託費 － 50,316

賞与引当金繰入額 690 1,197

貸倒引当金繰入額 111,904 34,700

支払報酬 － 58,048

その他 245,030 114,184

販売費及び一般管理費合計 526,826 354,620

営業損失（△） △236,508 △204,172

営業外収益

受取利息 1,867 2,864

受取配当金 3,347 1,105

還付消費税等 2,334 －

負ののれん償却額 － 1,965

雑収入 1,418 4,728

営業外収益合計 8,967 10,664

営業外費用

支払利息 6,932 6,944

持分法による投資損失 660 －

貸倒引当金繰入額 9,297 21,028

保険解約損 9,280 －

雑損失 1,010 969

営業外費用合計 27,180 28,942

経常損失（△） △254,721 △222,450

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 14,486

前期損益修正益 23,000 392

投資有価証券売却益 － 2,628

賞与引当金戻入額 － 1,662

特別利益合計 23,000 19,169

－16－



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

特別損失

投資有価証券売却損 － 7,929

固定資産除却損 － ※1 3,745

投資有価証券評価損 217,853 －

関係会社株式売却損 11,130 －

固定資産売却損 ※2 6 －

減損損失 ※3 184,705 －

訴訟和解金 5,000 －

原状回復費用 7,560 378

商品評価損 3,280 －

前期損益修正損 － 14,694

その他 － 938

特別損失合計 429,536 27,686

税金等調整前当期純損失（△） △661,257 △230,967

法人税、住民税及び事業税 25,986 25,013

過年度法人税等 13,380 －

法人税等調整額 50,776 －

法人税等合計 90,144 25,013

少数株主利益 951 3,758

当期純損失（△） △752,353 △259,739

－17－



（訂正前） 

(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 326,600 430,790

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 430,790 450,790

資本剰余金

前期末残高 435,750 539,940

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 539,940 559,940

利益剰余金

前期末残高 342,329 △658,603

当期変動額

当期純損失（△） △1,004,853 △259,739

連結子会社株式の売却による持分の増減 3,920 －

当期変動額合計 △1,000,932 △259,739

当期末残高 △658,603 △918,342

自己株式

前期末残高 － △27,290

当期変動額

自己株式の取得 △27,290 －

当期変動額合計 △27,290 －

当期末残高 △27,290 △27,290

株主資本合計

前期末残高 1,104,679 284,836

当期変動額

新株の発行 208,380 40,000

当期純損失（△） △1,004,853 △259,739

連結子会社株式の売却による持分の増減 3,920 －

自己株式の取得 △27,290 －

当期変動額合計 △819,842 △219,739

当期末残高 284,836 65,097

－18－



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △760 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

760 △368

当期変動額合計 760 △368

当期末残高 － △368

評価・換算差額等合計

前期末残高 △760 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

760 △368

当期変動額合計 760 △368

当期末残高 － △368

少数株主持分

前期末残高 5,687 51,032

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45,345 △51,032

当期変動額合計 45,345 △51,032

当期末残高 51,032 －

純資産合計

前期末残高 1,109,606 335,869

当期変動額

新株の発行 208,380 40,000

当期純損失（△） △1,004,853 △259,739

連結子会社株式の売却による持分の増減 3,920 －

自己株式の取得 △27,290 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 46,105 △51,401

当期変動額合計 △773,737 △271,140

当期末残高 335,869 64,728

－19－



  
（訂正後） 

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 326,600 430,790

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 430,790 450,790

資本剰余金

前期末残高 435,750 539,940

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 539,940 559,940

利益剰余金

前期末残高 89,829 △658,603

当期変動額

当期純損失（△） △752,353 △259,739

連結子会社株式の売却による持分の増減 3,920 －

当期変動額合計 △748,433 △259,739

当期末残高 △658,603 △918,342

自己株式

前期末残高 － △27,290

当期変動額

自己株式の取得 △27,290 －

当期変動額合計 △27,290 －

当期末残高 △27,290 △27,290

株主資本合計

前期末残高 852,179 284,836

当期変動額

新株の発行 208,380 40,000

当期純損失（△） △752,353 △259,739

連結子会社株式の売却による持分の増減 3,920 －

自己株式の取得 △27,290 －

当期変動額合計 △567,343 △219,739

当期末残高 284,836 65,097

－20－



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △760 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

760 △368

当期変動額合計 760 △368

当期末残高 － △368

評価・換算差額等合計

前期末残高 △760 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

760 △368

当期変動額合計 760 △368

当期末残高 － △368

少数株主持分

前期末残高 5,687 51,032

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45,345 △51,032

当期変動額合計 45,345 △51,032

当期末残高 51,032 －

純資産合計

前期末残高 857,106 335,869

当期変動額

新株の発行 208,380 40,000

当期純損失（△） △752,353 △259,739

連結子会社株式の売却による持分の増減 3,920 －

自己株式の取得 △27,290 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 46,105 △51,401

当期変動額合計 △521,238 △271,140

当期末残高 335,869 64,728

－21－



（訂正前） 

(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 △913,757 △230,967

減価償却費 63,872 13,253

負ののれん償却額 － △1,965

貸倒引当金の増減額（△は減少） 156,065 41,241

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,674 △2,476

受取利息及び受取配当金 △5,214 △3,969

支払利息 6,932 6,944

持分法による投資損益（△は益） 660 －

保険解約損益（△は益） 9,280 －

前期損益修正損益（△は益） △23,000 14,302

有形固定資産除却損 － 3,745

投資有価証券評価損益（△は益） 259,853 －

投資有価証券売却損益（△は益） － 5,301

関係会社株式売却損益（△は益） 11,130 －

有形固定資産除売却損益（△は益） 6 －

減損損失 321,638 －

訴訟和解金 5,000 －

商品評価損 3,280 －

移転費用の支払額 7,560 －

売上債権の増減額（△は増加） 513,066 60,124

たな卸資産の増減額（△は増加） 106,426 3,274

未収消費税等の増減額（△は増加） △22,144 15,763

その他の流動資産の増減額（△は増加） 33,129 △7,751

仕入債務の増減額（△は減少） △320,968 △71,324

未払消費税等の増減額（△は減少） △12,065 △2,883

その他の流動負債の増減額（△は減少） 30,685 △22,159

その他 24,917 －

小計 260,028 △179,547

利息及び配当金の受取額 4,838 4,341

利息の支払額 △6,711 △6,632

訴訟和解金の支払額 △3,000 －

法人税等の支払額 △89,731 △31,686

営業活動によるキャッシュ・フロー 165,424 △213,524

－22－



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,629 △6,755

有形固定資産の売却による収入 21 －

無形固定資産の取得による支出 △270,262 －

投資有価証券の売却による収入 － 8,505

投資有価証券の取得による支出 △188,632 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△8,406 －

短期貸付けによる支出 △2,400 △3,100

短期貸付金の回収による収入 18,206 14,586

長期貸付けによる支出 △600 △100,000

長期貸付金の回収による収入 300 360

子会社株式の取得による支出 － △40,000

敷金及び保証金の差入による支出 △8,251 △7,584

敷金及び保証金の回収による収入 210 26,609

投資活動によるキャッシュ・フロー △463,442 △107,379

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 42,500 －

短期借入金の返済による支出 △100,000 △10,650

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △48,600 △67,200

株式の発行による収入 208,380 40,000

自己株式の取得による支出 △27,290 －

少数株主からの払込みによる収入 40,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 214,990 △37,850

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △83,028 △358,753

現金及び現金同等物の期首残高 517,810 434,782

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 434,782 ※1 76,028
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（訂正後） 

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 △661,257 △230,967

減価償却費 42,806 13,253

負ののれん償却額 － △1,965

貸倒引当金の増減額（△は減少） 103,565 41,241

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,674 △2,476

受取利息及び受取配当金 △5,214 △3,969

支払利息 6,932 6,944

持分法による投資損益（△は益） 660 －

保険解約損益（△は益） 9,280 －

前期損益修正損益（△は益） △23,000 14,302

有形固定資産除却損 － 3,745

投資有価証券評価損益（△は益） 217,853 －

投資有価証券売却損益（△は益） － 5,301

関係会社株式売却損益（△は益） 11,130 －

有形固定資産除売却損益（△は益） 6 －

減損損失 184,705 －

訴訟和解金 5,000 －

商品評価損 3,280 －

移転費用の支払額 7,560 －

売上債権の増減額（△は増加） 305,166 60,124

たな卸資産の増減額（△は増加） 106,426 3,274

未収消費税等の増減額（△は増加） △22,144 15,763

その他の流動資産の増減額（△は増加） 33,129 △7,751

仕入債務の増減額（△は減少） △320,968 △71,324

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,165 △2,883

その他の流動負債の増減額（△は減少） 30,685 △22,159

その他 24,917 －

小計 60,028 △179,547

利息及び配当金の受取額 4,838 4,341

利息の支払額 △6,711 △6,632

訴訟和解金の支払額 △3,000 －

法人税等の支払額 △89,731 △31,686

営業活動によるキャッシュ・フロー △34,575 △213,524
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,629 △6,755

有形固定資産の売却による収入 21 －

無形固定資産の取得による支出 △112,262 －

投資有価証券の売却による収入 － 8,505

投資有価証券の取得による支出 △146,632 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△8,406 －

短期貸付けによる支出 △2,400 △3,100

短期貸付金の回収による収入 18,206 14,586

長期貸付けによる支出 △600 △100,000

長期貸付金の回収による収入 300 360

子会社株式の取得による支出 － △40,000

敷金及び保証金の差入による支出 △8,251 △7,584

敷金及び保証金の回収による収入 210 26,609

投資活動によるキャッシュ・フロー △263,442 △107,379

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 42,500 －

短期借入金の返済による支出 △100,000 △10,650

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △48,600 △67,200

株式の発行による収入 208,380 40,000

自己株式の取得による支出 △27,290 －

少数株主からの払込みによる収入 40,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 214,990 △37,850

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △83,028 △358,753

現金及び現金同等物の期首残高 517,810 434,782

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 434,782 ※1 76,028
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 （訂正前） 

 
  

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

    至 平成20年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

    至 平成21年３月31日）

 当社グループは、当連結会計年度において、営業損

失310,074千円、経常損失328,287千円、当期純損失

1,004,853千円を計上いたしました。  

当該状況により、当社グループには継続事業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。  

当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策を

実施してまいります。  

１． グループ中長期事業計画の再構築  

子会社を含め3社による事業シナジーの明確化や対顧客

戦略の共有化など、グループ戦略会議の開催にて情報

の共有と営業の協力体制を強化します。 

また、既存の広告メディアを集約して、新規メディア

として再構築することによるプロデュース事業、ベン

チャー企業を中心にIPOを目指した事業の創造を行い多

角的に支援することにより、当社グループに取り込み

事業シナジー効果をあげて、損益の黒字化を達成いた

します。 

２． 財務体質の改善  

  当社グループは、セールスプロデュースが主力であ

り、本来多額な資金を（仕入）原価とするようなビジ

ネスモデルはありませんでした。今後は前記１のよう

にグループ化への囲い込みのための資金や新たに参入

する事業への資金投入が不可欠であると考えておりま

す。そのために現在、第三者割当増資による資金調達

を準備しており、積極的に事業展開を行ってゆくと同

時に財務基盤の強化を図ってゆく所存です。  

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるものと判断しております。連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を反映しておりません。  

  

 

 当社グループは、当連結会計年度において、営業損

失204,172千円、経常損失222,450千円、当期純損失

259,739千円を計上いたしました。  

 当該状況により、当社グループには継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。  

 当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策

を実施してまいります。  

１． グループ中長期事業計画の再構築  

 当社グループは、子会社を含め３社による事業シナ

ジーの明確化や対顧客戦略の共有化など、情報の共有

と営業の協力体制をより一層強化し、グループ力を高

めていきます。今後は、当社グループ全体として、新

規のモバイル事業プロデュース案件の獲得を中心に取

り組んでいきます。さらにアライアンスパートナー企

業との連携を強化し、新規案件等の開拓も積極的に行

っていき、収益の拡大等に努めることにより黒字化に

向けて収益改善に努める予定であります。 

２． 財務体質の改善  

  当社は、これまではセールスプロデュースが主力で

あり、本来多額な資金を（仕入）原価とするようなビ

ジネスモデルではありませんでした。しかし、多様化

するクライアントニーズへの対応に向けて、新たに参

入する事業や新規モバイルコンテンツ事業のプロジェ

クト化への資金投入が不可欠であると考えておりま

す。そのために現在、新たな資金調達の検討を行って

おります。今後とも積極的に新規クライアントとの事

業展開を推進すると同時に、財務基盤の強化を図って

ゆく予定であります。 

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるよう努めてまいります。連結財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を反映しておりません。 
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（訂正後） 

 
  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 

    至 平成20年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

    至 平成21年３月31日）

 当社グループは、当連結会計年度において、営業損

失236,508千円、経常損失254,721千円、当期純損失

752,353千円を計上いたしました。  

 当該状況により、当社グループには継続事業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。  

 当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策

を実施してまいります。 

１． グループ中長期事業計画の再構築 

子会社を含め3社による事業シナジーの明確化や対

顧客戦略の共有化など、グループ戦略会議の開催

にて情報の共有と営業の協力体制を強化します。 

また、既存の広告メディアを集約して、新規メデ

ィアとして再構築することによるプロデュース事

業、ベンチャー企業を中心にIPOを目指した事業の

創造を行い多角的に支援することにより、当社グ

ループに取り込み事業シナジー効果をあげて、損

益の黒字化を達成いたします。

２． 財務体質の改善 

当社グループは、セールスプロデュースが主力で

あり、本来多額な資金を（仕入）原価とするよう

なビジネスモデルはありませんでした。今後は前

記１のようにグループ化への囲い込みのための資

金や新たに参入する事業への資金投入が不可欠で

あると考えております。そのために現在、第三者

割当増資による資金調達を準備しており、積極的

に事業展開を行ってゆくと同時に財務基盤の強化

を図ってゆく所存です。 

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるものと判断しております。連結財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を反映しておりません。  

  

 

  

 

 

 当社グループは、当連結会計年度において、営業損

失204,172千円、経常損失222,450千円、当期純損失

259,739千円を計上いたしました。当該状況により、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が

存在しています。  

 連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解

消すべく、以下の対応策を実施してまいります。 

１． グループ中長期事業計画の再構築 

当社グループは、子会社を含め３社による事業シ

ナジーの明確化や対顧客戦略の共有化など、情報

の共有と営業の協力体制をより一層強化し、グル

ープ力を高めていきます。今後は、当社グループ

全体として、新規のモバイル事業プロデュース案

件の獲得を中心に取り組んでいきます。さらにア

ライアンスパートナー企業との連携を強化し、新

規案件等の開拓も積極的に行っていき、収益の拡

大等に努めることにより黒字化に向けて収益改善

に努める予定であります。

２． 財務体質の改善 

当社は、これまではセールスプロデュースが主力

であり、本来多額な資金を（仕入）原価とするよ

うなビジネスモデルではありませんでした。しか

し、多様化するクライアントニーズへの対応に向

けて、新たに参入する事業や新規モバイルコンテ

ンツ事業のプロジェクト化への資金投入が不可欠

であると考えております。そのために現在、新た

な資金調達の検討を行っております。今後とも積

極的に新規クライアントとの事業展開を推進する

と同時に、財務基盤の強化を図ってゆく予定であ

ります。

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な疑

義を解消できるよう努めてまいります。連結財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を反映しておりません。 
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 （訂正前） 

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１       ―――――

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  工具器具備品         104千円 

  ソフトウェア        3,641千円 

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 6千円

※２         

    ―――――

 

※３ 当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロデ

ュース事業用事

務所設備及び無

形固定資産

建物 

ソフトウェア 

販売権 

 

本社事務所 

東京都渋谷区 

 

   当社グループは、原則として、事業用資産につい

ては経営管理上の事業区分を基準としてグルーピン

グを行っており、遊休資産については個別資産ごと

にグルーピングを行っております。

   当連結会計年度において、急速な事業環境変化に

より業績が悪化したセールスプロデュース事業に係

る資産グループ、及び事業の用に供していない資産

グループの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（321,638千円）として特別

損失に計上いたしました。

   その内訳は、建物13,435千円、ソフトウェア

136,933千円、販売権171,269千円であります。 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。なお、セールスプロデュース事業に係る資産グ

ループの回収可能価額は使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであ

るため、割引計算は行っておりません。 

 

※３           

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

       ―――――
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 （訂正後） 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

―――――

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 工具、器具及び備品         104千円 

 ソフトウェア           3,641千円 

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 6千円
―――――

 

※３ 当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロデ

ュース事業用事

務所設備及び無

形固定資産

建物 

販売権 

 

本社事務所 

東京都渋谷区 

 

   当社グループは、原則として、事業用資産につい

ては経営管理上の事業区分を基準としてグルーピン

グを行っており、遊休資産については個別資産ごと

にグルーピングを行っております。

   当連結会計年度において、急速な事業環境変化に

より業績が悪化したセールスプロデュース事業に係

る資産グループ、及び事業の用に供していない資産

グループの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（184,705千円）として特別

損失に計上いたしました。

   その内訳は、建物13,435千円、販売権171,269千

円であります。 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。なお、セールスプロデュース事業に係る資産グ

ループの回収可能価額は使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであ

るため、割引計算は行っておりません。 

 

―――――
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（訂正前） 

 前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

 
(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

１ ㈲NLキャピタルとの株式消費貸借契約の取引条件は、契約日における貸付株式の市場価格を勘案し双方協議の上

決定しております。 

２ ㈱エシックスとの取引条件は、市場価格を勘案し双方協議の上決定しております。 

３ ㈱エシックスは、当社の取締役であった川尻明克が代表取締役であり、かつ持分の77.8％を支配する会社であり

ます。なお、川尻明克は、平成19年10月17日をもって、当社の取締役を辞任しており関連当事者に該当しなくな

りました。従って、取引金額については関連当事者であった期間について、期末残高は関連当事者でなくなった

時点のものを記載しております。 

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

(関連当事者情報)

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の 

兼任等
事業上 
の関係

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当社
会社等の子
会 社 を 含
む）

㈲NLキ

ャピタ

ル

東京都 

新宿区 

 

3,000 持分の所有
被所有 

直接 4.4

兼任 

 １人

当社の 

株主

株式消費貸

借契約
117,081 ― ―

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当社
会社等の子
会 社 を 含
む）

㈱エシ

ックス

東京都 

港区 

 

258,940

ビジネスモ

デリング事

業

―
兼任 

 なし

事業提携

先

長期営業債

権の代物弁

済

158,000
長期営業

債権
106,975

－30－



  
（訂正後） 

 前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

 
(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

１ ㈲NLキャピタルとの株式消費貸借契約の取引条件は、契約日における貸付株式の市場価格を勘案し双方協議の上

決定しております。 

２ ㈱エシックスとの取引条件は、市場価格を勘案し双方協議の上決定しております。 

３ ㈱エシックスは、当社の取締役であった川尻明克が代表取締役であり、かつ持分の77.8％を支配する会社であり

ます。なお、川尻明克は、平成19年10月17日をもって、当社の取締役を辞任しており関連当事者に該当しなくな

りました。従って、取引金額については関連当事者であった期間について、期末残高は関連当事者でなくなった

時点のものを記載しております。 

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の 

兼任等
事業上 
の関係

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当社
会社等の子
会 社 を 含
む）

㈲NLキ

ャピタ

ル

東京都 

新宿区 

 

3,000 持分の所有
被所有 

直接 4.4

兼任 

 １人

当社の 

株主

株式消費貸

借契約
117,081 ― ―

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当社
会社等の子
会 社 を 含
む）

㈱エシ

ックス

東京都 

港区 

 

258,940

ビジネスモ

デリング事

業

―
兼任 

 なし

事業提携

先

ソフトウェ

アの譲受
0

長期営業

債権
106,975

－31－



 （訂正前） 

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 19,038円61銭 3,816円31銭

１株当たり当期純損失 86,367円84銭 17,354円76銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
  
 

  潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 335,869 64,728

普通株式に係る純資産額(千円) 284,836 64,728

差額の主な内訳(千円) 

  少数株主持分

 

51,032 ―

普通株式の発行済株式数(株) 15,091 17,091

普通株式の自己株式数(株) 130 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

14,961 16,961

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 １株当たり当期純損失

 連結損益計算書上の当期純損失(千円) 1,004,853 259,739

 普通株式に係る当期純損失 (千円) 1,004,853 259,739

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,635 14,966

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(千円) ― ―

 普通株式増加数（株） ― ―

 (うち新株予約権)(株) (―) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

新株予約権３種類
（株式の数 284株）

新株予約権３種類
（株式の数 254株）

－32－



  
 （訂正後） 

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純損失 

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 19,038円61銭 3,816円31銭

１株当たり当期純損失 64,665円29銭 17,354円76銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
  
 

  潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 335,869 64,728

普通株式に係る純資産額(千円) 284,836 64,728

差額の主な内訳(千円) 

  少数株主持分

 

51,032 ―

普通株式の発行済株式数(株) 15,091 17,091

普通株式の自己株式数(株) 130 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

14,961 16,961

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 連結損益計算書上の当期純損失(千円) 752,353 259,739

 普通株式に係る当期純損失 (千円) 752,353 259,739

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,635 14,966

 当期純利益調整額(千円) ― ―

 普通株式増加数（株） ― ―

 (うち新株予約権)(株) (―) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

新株予約権３種類
（株式の数 284株）

新株予約権３種類
（株式の数 254株）

－33－



（訂正前） 

5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 194,053 60,138

受取手形 2,919 －

売掛金 104,895 861

貯蔵品 790 532

前払費用 1,893 1,290

短期貸付金 15,963 2,058

立替金 － 121

未収消費税等 22,144 6,380

その他 3,298 2,063

貸倒引当金 △14,397 △97

流動資産合計 331,560 73,351

固定資産

有形固定資産

建物 4,328 4,950

減価償却累計額 △4,328 △1,239

建物（純額） － 3,710

工具、器具及び備品 3,541 2,950

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,024 △2,564

工具、器具及び備品（純額） 516 385

有形固定資産合計 516 4,095

無形固定資産

ソフトウエア 5,658 29

電話加入権 85 85

その他 － 0

無形固定資産合計 5,743 114

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 118,741 ※2 104,566

関係会社株式 300,000 340,000

出資金 10 10

長期貸付金 8,990 9,494

敷金及び保証金 26,609 7,213

破産更生債権等 242,675 305,675

長期未収入金 － 524

貸倒引当金 △251,665 △286,718

投資その他の資産合計 445,360 480,765

固定資産合計 451,621 484,975

資産合計 783,181 558,326

－34－



(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 95,469 54,457

短期借入金 ※1, ※2 212,761 ※1, ※2 296,672

1年内返済予定の長期借入金 ※2 67,200 ※2 67,200

未払金 27,862 37,392

未払費用 20,451 28,449

未払法人税等 9,651 1,703

前受金 2,264 －

預り金 1,653 3,739

賞与引当金 2,372 989

流動負債合計 439,686 490,604

固定負債

長期借入金 ※2 134,200 ※2 67,000

固定負債合計 134,200 67,000

負債合計 573,886 557,604

純資産の部

株主資本

資本金 430,790 450,790

資本剰余金

資本準備金 539,940 559,940

資本剰余金合計 539,940 559,940

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △734,145 △982,348

利益剰余金合計 △734,145 △982,348

自己株式 △27,290 △27,290

株主資本合計 209,294 1,091

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △368

評価・換算差額等合計 － △368

純資産合計 209,294 722

負債純資産合計 783,181 558,326

－35－



  
（訂正後） 

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 194,053 60,138

受取手形 2,919 －

売掛金 104,895 861

貯蔵品 790 532

前払費用 1,893 1,290

短期貸付金 15,963 2,058

立替金 － 121

未収消費税等 22,144 6,380

その他 3,298 2,063

貸倒引当金 △14,397 △97

流動資産合計 331,560 73,351

固定資産

有形固定資産

建物 4,328 4,950

減価償却累計額 △4,328 △1,239

建物（純額） － 3,710

工具、器具及び備品 3,541 2,950

減価償却累計額 △3,024 △2,564

工具、器具及び備品（純額） 516 385

有形固定資産合計 516 4,095

無形固定資産

ソフトウエア 5,658 29

電話加入権 85 85

その他 － 0

無形固定資産合計 5,743 114

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 118,741 ※2 104,566

関係会社株式 300,000 340,000

出資金 10 10

長期貸付金 8,990 9,494

敷金及び保証金 26,609 7,213

長期営業債権 190,175 －

破産更生債権等 － 253,175

長期未収入金 － 524

貸倒引当金 △199,165 △234,218

投資その他の資産合計 445,360 480,765

固定資産合計 451,621 484,975

資産合計 783,181 558,326

－36－



(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 95,469 54,457

短期借入金 ※1, ※2 212,761 ※1, ※2 296,672

1年内返済予定の長期借入金 ※2 67,200 ※2 67,200

未払金 27,862 37,392

未払費用 20,451 28,449

未払法人税等 9,651 1,703

前受金 2,264 －

預り金 1,653 3,739

賞与引当金 2,372 989

流動負債合計 439,686 490,604

固定負債

長期借入金 ※2 134,200 ※2 67,000

固定負債合計 134,200 67,000

負債合計 573,886 557,604

純資産の部

株主資本

資本金 430,790 450,790

資本剰余金

資本準備金 539,940 559,940

資本剰余金合計 539,940 559,940

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △734,145 △982,348

利益剰余金合計 △734,145 △982,348

自己株式 △27,290 △27,290

株主資本合計 209,294 1,091

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △368

評価・換算差額等合計 － △368

純資産合計 209,294 722

負債純資産合計 783,181 558,326

－37－



（訂正前） 

(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売上高 669,999 19,928

売上原価

商品期首たな卸高 110,833 －

当期商品仕入高 473,663 9,775

合計 584,497 9,775

商品期末たな卸高 － －

商品売上原価 584,497 9,775

売上原価合計 584,497 9,775

売上総利益 85,502 10,152

販売費及び一般管理費 ※1 458,374 ※1 246,157

営業損失（△） △372,872 △236,004

営業外収益

受取利息 1,116 523

受取配当金 3,347 1,105

還付消費税等 2,334 －

雑収入 ※2 2,340 ※2 1,675

営業外収益合計 9,138 3,304

営業外費用

支払利息 ※2 12,619 ※2 18,814

貸倒引当金繰入額 5,297 1,028

保険解約損 9,280 －

雑損失 1,010 969

営業外費用合計 28,207 20,812

経常損失（△） △391,940 △253,512

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 14,300

投資有価証券売却益 － 2,628

賞与引当金戻入額 － 1,662

前期損益修正益 23,000 －

特別利益合計 23,000 18,590

－38－



(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 － ※4 3,745

投資有価証券評価損 259,853 －

投資有価証券売却損 － 7,929

関係会社株式売却損 11,130 －

固定資産売却損 ※3 6 －

減損損失 ※5 321,638 －

訴訟和解金 5,000 －

原状回復費用 7,560 378

関係会社株式評価損 － －

その他 － 938

特別損失合計 605,188 12,991

税引前当期純損失（△） △974,129 △247,913

法人税、住民税及び事業税 290 290

過年度法人税等 13,380 －

法人税等調整額 45,928 －

法人税等合計 59,599 290

当期純損失（△） △1,033,729 △248,203

－39－



  
（訂正後）  

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

売上高 669,999 19,928

売上原価

製品期首たな卸高 － －

当期製品製造原価 473,663 8,872

合計 473,663 8,872

製品期末たな卸高 － －

製品売上原価 473,663 8,872

商品期首たな卸高 110,833 －

当期商品仕入高 － 903

合計 110,833 903

商品期末たな卸高 － －

商品売上原価 110,833 903

売上原価合計 584,497 9,775

売上総利益 85,502 10,152

販売費及び一般管理費 ※1 384,807 ※1 246,157

営業損失（△） △299,305 △236,004

営業外収益

受取利息 1,116 523

受取配当金 3,347 1,105

還付消費税等 2,334 －

雑収入 ※2 2,340 ※2 1,675

営業外収益合計 9,138 3,304

営業外費用

支払利息 ※2 12,619 ※2 18,814

貸倒引当金繰入額 5,297 1,028

保険解約損 9,280 －

雑損失 1,010 969

営業外費用合計 28,207 20,812

経常損失（△） △318,374 △253,512

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 14,300

投資有価証券売却益 － 2,628

賞与引当金戻入額 － 1,662

前期損益修正益 ※6 23,000 －

特別利益合計 23,000 18,590

－40－



(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 － ※4 3,745

投資有価証券評価損 217,853 －

投資有価証券売却損 － 7,929

関係会社株式売却損 11,130 －

固定資産売却損 ※3 6 －

減損損失 ※5 184,705 －

訴訟和解金 ※7 5,000 －

原状回復費用 ※8 7,560 ※8 378

その他 － 938

特別損失合計 426,255 12,991

税引前当期純損失（△） △721,629 △247,913

法人税、住民税及び事業税 290 290

過年度法人税等 13,380 －

法人税等調整額 45,928 －

法人税等合計 59,599 290

当期純損失（△） △781,229 △248,203
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（訂正前） 

(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 326,600 430,790

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 430,790 450,790

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 435,750 539,940

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 539,940 559,940

資本剰余金合計

前期末残高 435,750 539,940

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 539,940 559,940

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 299,583 △734,145

当期変動額

当期純損失（△） △1,033,729 △248,203

当期変動額合計 △1,033,729 △248,203

当期末残高 △734,145 △982,348

利益剰余金合計

前期末残高 299,583 △734,145

当期変動額

当期純損失（△） △1,033,729 △248,203

当期変動額合計 △1,033,729 △248,203

当期末残高 △734,145 △982,348

自己株式

前期末残高 － △27,290

当期変動額

自己株式の取得 △27,290 －

当期変動額合計 △27,290 －

当期末残高 △27,290 △27,290
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 1,061,933 209,294

当期変動額

新株の発行 208,380 40,000

当期純損失（△） △1,033,729 △248,203

自己株式の取得 △27,290 －

当期変動額合計 △852,639 △208,203

当期末残高 209,294 1,091

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △760 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

760 △368

当期変動額合計 760 △368

当期末残高 － △368

評価・換算差額等合計

前期末残高 △760 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

760 △368

当期変動額合計 760 △368

当期末残高 － △368

純資産合計

前期末残高 1,061,173 209,294

当期変動額

新株の発行 208,380 40,000

当期純損失（△） △1,033,729 △248,203

自己株式の取得 △27,290 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 760 △368

当期変動額合計 △851,879 △208,571

当期末残高 209,294 722
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（訂正後） 

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 326,600 430,790

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 430,790 450,790

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 435,750 539,940

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 539,940 559,940

資本剰余金合計

前期末残高 435,750 539,940

当期変動額

新株の発行 104,190 20,000

当期変動額合計 104,190 20,000

当期末残高 539,940 559,940

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 47,083 △734,145

当期変動額

当期純損失（△） △781,229 △248,203

当期変動額合計 △781,229 △248,203

当期末残高 △734,145 △982,348

利益剰余金合計

前期末残高 47,083 △734,145

当期変動額

当期純損失（△） △781,229 △248,203

当期変動額合計 △781,229 △248,203

当期末残高 △734,145 △982,348

自己株式

前期末残高 － △27,290

当期変動額

自己株式の取得 △27,290 －

当期変動額合計 △27,290 －

当期末残高 △27,290 △27,290
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 809,433 209,294

当期変動額

新株の発行 208,380 40,000

当期純損失（△） △781,229 △248,203

自己株式の取得 △27,290 －

当期変動額合計 △600,139 △208,203

当期末残高 209,294 1,091

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △760 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

760 △368

当期変動額合計 760 △368

当期末残高 － △368

評価・換算差額等合計

前期末残高 △760 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

760 △368

当期変動額合計 760 △368

当期末残高 － △368

純資産合計

前期末残高 808,673 209,294

当期変動額

新株の発行 208,380 40,000

当期純損失（△） △781,229 △248,203

自己株式の取得 △27,290 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 760 △368

当期変動額合計 △599,379 △208,571

当期末残高 209,294 722
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 （訂正前） 

(4)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

    至 平成20年３月31日）

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

    至 平成21年３月31日）

 当社は、当事業年度において、営業損失372,872千

円、経常損失391,940千円、当期純損失1,033,729 千円

を計上いたしました。企画プロジェクト案件の進行に

より、売上予算計上が目標を下回ったこと。また、売

掛債権のうち回収困難とされる債権の会計処理にて、

大幅な貸倒引当金計上いたしました。  

当該状況により、継続事業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。  

 当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を実施し

ております。  

１． 新規プロデュース事業の再構築  

 既存の広告メディアを集約して、新規メディアとして

再構築することによるプロデュース事業、ベンチャー

企業を中心にIPOを目指した事業の創造を行い多角的に

支援することにより、当社に取り込み事業シナジー効

果をあげて、損益の黒字化を達成いたします。 

２． 財務体質の改善  

 当社は、セールスプロデュースが主力であり、本来多

額な資金を（仕入）原価とするようなビジネスモデル

はありませんでした。しかし、今後は新たに参入する

事業や事業の子会社化への資金投入が不可欠であると

考えております。そのために現在、第三者割当増資に

よる資金調達を準備しており、積極的に事業展開を行

ってゆくと同時に財務基盤の強化を図ってゆく所存で

す。  

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な疑

義を解消できるものと判断しております。財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重

要な疑義の影響を反映しておりません。 

  当社は、当事業年度において、営業損失236,004千

円、経常損失253,512千円、当期純損失248,203千円を

計上いたしました。  

 当該状況により、当社には継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。  

 当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を実施し

ております。  

１． モバイルコンテンツプロデュース事業の再構築  

 当社グループのモバイルコンテンツプロデュース事業

を再構築し、新規モバイルコンテンツプロデュース事

業に営業力を投下することにより、当社の強みとして

いるモバイル事業の建て直しを図ります。それによ

り、損益の黒字化を達成いたします。 

２． 財務体質の改善 

当社は、これまではセールスプロデュースが主力であ

り、本来多額な資金を（仕入）原価とするようなビジ

ネスモデルではありませんでした。しかし、多様化す

るクライアントニーズへの対応に向けて、新たに参入

する事業や事業のプロジェクト化への資金投入が不可

欠であると考えております。そのために現在、新たな

資金調達の検討を行っております。今後とも積極的に

新規クライアントとの事業展開を推進すると同時に、

財務基盤の強化を図ってゆく予定であります。 

上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な疑

義を解消できるものと判断しております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

上記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。 
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 （訂正後） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 

    至 平成20年３月31日）

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

    至 平成21年３月31日）

 当社は、当事業年度において、営業損失299,305千

円、経常損失318,374千円、当期純損失781,229千円を

計上いたしました。企画プロジェクト案件の進行によ

り、売上予算計上が目標を下回ったこと。また、売掛

債権のうち回収困難とされる債権の会計処理にて、大

幅な貸倒引当金計上いたしました。  

当該状況により、継続事業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。  

 当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を実施し

ております。 

１． 新規プロデュース事業の再構築 

既存の広告メディアを集約して、新規メディアとし

て再構築することによるプロデュース事業、ベンチ

ャー企業を中心にIPOを目指した事業の創造を行い

多角的に支援することにより、当社に取り込み事業

シナジー効果をあげて、損益の黒字化を達成いたし

ます。

２． 財務体質の改善 

 当社は、セールスプロデュースが主力であり、本

来多額な資金を（仕入）原価とするようなビジネス

モデルはありませんでした。しかし、今後は新たに

参入する事業や事業の子会社化への資金投入が不可

欠であると考えております。そのために現在、第三

者割当増資による資金調達を準備しており、積極的

に事業展開を行ってゆくと同時に財務基盤の強化を

図ってゆく所存です。 

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるものと判断しております。財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を反映しておりません。 

 当社は、当事業年度において、営業損失236,004千

円、経常損失253,512千円、当期純損失248,203千円を

計上いたしました。当該状況により、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していま

す。  

 当社は、当該状況を解消し又は改善すべく、以下の

対応策を実施しております。 

１． モバイルコンテンツプロデュース事業の再構築 

当社グループのモバイルコンテンツプロデュース事

業を再構築し、新規モバイルコンテンツプロデュー

ス事業に営業力を投下することにより、当社の強み

としているモバイル事業の建て直しを図ります。そ

れにより、損益の黒字化を達成いたします。

２． 財務体質の改善

当社は、これまではセールスプロデュースが主力で

あり、本来多額な資金を（仕入）原価とするような

ビジネスモデルではありませんでした。しかし、多

様化するクライアントニーズへの対応に向けて、新

たに参入する事業や事業のプロジェクト化への資金

投入が不可欠であると考えております。そのために

現在、新たな資金調達の検討を行っております。今

後とも積極的に新規クライアントとの事業展開を推

進すると同時に、財務基盤の強化を図ってゆく予定

であります。

 上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な

疑義を解消できるものと判断しております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

上記のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。
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 （訂正前） 

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 164,581千円

役員報酬 58,950千円

給与手当 51,076千円

販売権償却 28,730千円

業務委託費 9,225千円

減価償却費 25,179千円

地代家賃 25,314千円

支払報酬 31,056千円

おおよその割合

 販売費 40.1％

 一般管理費 59.9％
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 34,025千円

役員報酬 29,950千円

給与手当 34,112千円

業務委託費 38,511千円

減価償却費 3,476千円

地代家賃 16,446千円

支払報酬 37,343千円

おおよその割合

販売費 10.0％

一般管理費 90.0％

 

※２ 関係会社に係わるものが、以下のとおり含まれ 
   ております。   

支払利息 5,687千円

雑収入 1,200千円
 

※２ 関係会社に係わるものが、以下のとおり含まれ 
   ております。   

支払利息 11,892千円

雑収入 210千円

※３ 固定資産売却損の内訳は、以下のとおりです。

工具器具備品 6千円

※３           ――――――

 ４                ―――――― ※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりです。
  ソフトウェア        3,641千円
  工具器具備品         104千円

 

※５ 当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロデ

ュース事業用事

務所設備及び無

形固定資産

建物 

ソフトウェア 

販売権 

 

本社事務所 

東京都渋谷区 

 

   当社は、原則として、事業用資産については経営

管理上の事業区分を基準としてグルーピングを行っ

ており、遊休資産については個別資産ごとにグルー

ピングを行っております。

   当事業年度において、急速な事業環境変化により

業績が悪化したセールスプロデュース事業に係る資

産グループ、及び事業の用に供していない資産グル

ープの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（321,638千円）として特別損失

に計上いたしました。

   その内訳は、建物13,435千円、ソフトウェア

136,933千円、販売権171,269千円であります。 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。なお、セールスプロデュース事業に係る資産グ

ループの回収可能価額は使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであ

るため、割引計算は行っておりません。

  ５ 

  
 
  
 
  
 
  
 
  
        ―――――――
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 （訂正後） 

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 112,081千円

役員報酬 58,950千円

給与手当 51,076千円

販売権償却 28,730千円

業務委託費 9,225千円

減価償却費 4,113千円

地代家賃 25,314千円

支払報酬 31,056千円

おおよその割合

 販売費 40.1％

 一般管理費 59.9％
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 34,025千円

役員報酬 29,950千円

給与手当 34,112千円

業務委託費 38,511千円

減価償却費 3,476千円

地代家賃 16,446千円

支払報酬 37,343千円

おおよその割合

販売費 10.0％

一般管理費 90.0％

 

※２ 関係会社に係わるものが、以下のとおり含まれ 
   ております。   

支払利息 5,687千円

雑収入 1,200千円
 

※２ 関係会社に係わるものが、以下のとおり含まれ 
   ております。   

支払利息 11,892千円

雑収入 210千円

※３ 固定資産売却損の内訳は、以下のとおりです。

工具器具備品 6千円
           ――――――

                ――――――
※４ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりです。

  ソフトウェア        3,641千円
  工具、器具及び備品       104千円

 

※５ 当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロデ

ュース事業用事

務所設備及び無

形固定資産

建物 

販売権 

 

本社事務所 

東京都渋谷区 

 

   当社は、原則として、事業用資産については経営

管理上の事業区分を基準としてグルーピングを行っ

ており、遊休資産については個別資産ごとにグルー

ピングを行っております。

   当事業年度において、急速な事業環境変化により

業績が悪化したセールスプロデュース事業に係る資

産グループ、及び事業の用に供していない資産グル

ープの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（184,705千円）として特別損失

に計上いたしました。

   その内訳は、建物13,435千円、販売権171,269千

円であります。 

 回収可能価額は使用価値により測定しておりま

す。なお、セールスプロデュース事業に係る資産グ

ループの回収可能価額は使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであ

るため、割引計算は行っておりません。

  
―――――――
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 （訂正前） 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

  

２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 13,989円33銭 42円60銭

１株当たり当期純損失 88,849円77銭 16,583円95銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 

  潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の 

合計額(千円)
209,294 722

普通株式に係る純資産額(千円) 209,294 722

普通株式の発行済株式数(株) 15,091 17,091

普通株式の自己株式数(株) 130 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(株) 14,961 16,961

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり当期純損失

 損益計算書上の当期純損失 (千円) 1,033,729 248,203

 普通株式に係る当期純損失 (千円) 1,033,729 248,203

 普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,635 14,966

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(千円) ─ ─

 普通株式増加数(株) ─ ─

 (うち新株予約権)(株) (─) (─)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

新株予約権３種類 

（株式の数284株）

新株予約権３種類 

（株式の数254株）
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 （訂正後） 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

  

２ １株当たり当期純損失 

  

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 13,989円33銭 42円60銭

１株当たり当期純損失 67,147円21銭 16,583円95銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 

  潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の 

合計額(千円)
209,294 722

普通株式に係る純資産額(千円) 209,294 722

普通株式の発行済株式数(株) 15,091 17,091

普通株式の自己株式数(株) 130 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(株) 14,961 16,961

項目
前事業年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 損益計算書上の当期純損失 (千円) 781,229 248,203

 普通株式に係る当期純損失 (千円) 781,229 248,203

 普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,635 14,966

 当期純利益調整額(千円) ─ ─

 普通株式増加数(株) ─ ─

 (うち新株予約権)(株) (─) (─)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

新株予約権３種類 

（株式の数284株）

新株予約権３種類 

（株式の数254株）
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